
市政を問う！
～代表質問から～

6人の議員が、市政について
市長に質問しました。

■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用

時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。

自由民主党
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■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用
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時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。

民主市民連合

村上　ゆうこ　議員
むらかみ



■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用

時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。
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（注１）フェアトレード
開発途上国の農産物や手工芸品などを適正な価格で取り引きすることで、生産者
や労働者の経済的・社会的な自立を支援する取り組み。



■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用

時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。

日本共産党
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■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用

時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。
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■ 東京2020大会への市民の参画
東京２０２０オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を成功に導くためには、多くの

市民が一体となって、いかに大会に関わるか、と
いう視点が非常に重要です。市長は、多くの市民
にさまざまな形で大会に参画してもらうことが大
事だと発言していますが、具体的にどのように参
画してもらおうと考えていますか。

マラソン・競歩競技の追加を機に、新たに
ボランティアとして多くの市民に活躍して

もらうほか、ＳＮＳを活用した市民によるコース
の魅力発信や、マラソンコースでのウオーキング
イベント、各国の国旗やメッセージを書き込んだ
手作りうちわを用いた沿道応援など、大会に参画
した実感が得られる機会を数多く創出していきま
す。また、町内会や大学、企業など多くの方から、
沿道の植栽や清掃活動などの協力の申し出をいた
だいていることから、その活動をサポートするな
ど、市民とともに盛り上げを図っていきます。

■ 新型コロナウイルス感染症対策
中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新
型コロナウイルスの感染が本市でも広がり

を見せており、市民はどのような経路で感染して
いるのか、もっと有効な予防策がないかなど、さ
らなる情報を求めています。無用な混乱を防ぐた
めにも、拡大防止・抑制に向けた姿勢や考え方を
しっかりと示していくことが重要だと思いますが、
感染拡大防止に向けてどのように対策していきま
すか。

本市が主催する不特定多数の方が集まるイ
ベントなどを当面の間、原則中止・延期す

ることとしました。また、高齢者や子どもが利用
する施設に対し、不特定多数の方の出入りを極力
抑え、不要不急の外出や面会を控えるなどの配慮
をお願いしています。さらに、市有施設などの閉
鎖や消毒などの措置を徹底することとしています。
今後も市民が冷静に対処できるよう、より分かり
やすく正しい情報提供に努めていきます。

■ マンション対策
市内のマンションは年々老朽化が進んでお
り、今後、その多くが長寿命化や建て替え

などの問題に直面していくことが想定されます。
こうしたことは、一義的には管理組合の責任とは
いえ、住民が路頭に迷う状況がないよう指導助言
することは、自治体として必要だと考えますが、
マンションの維持管理について本市はどのように
認識していますか。また、精度を高めた実態調査
など、情報収集や分析を早期に行った上で、マン
ション対策を実行する体制を整え、施策を構築し
ていくべきだと考えますが、いかがですか。

マンションは都市型の居住形態として定着
しており、適切に維持されることが重要だ

と認識しています。今後、築年数のたったマン
ションが増加し、管理が行き届かないなどの問題
を抱える可能性が高まるため、維持管理の適正化
や改修、建て替えに向けた取り組みがより重要に
なると考えています。これらを踏まえ、令和２年
度に実施予定のマンション管理実態調査において、
現時点での課題を詳細に洗い出し、関係団体との
連携体制や施策の構築について検討していきます。

■ 教育におけるＩＣＴの推進
わが会派では、ＩＣＴの活用により教育効
果の一層の充実を図ることができると考え、

令和元年の決算特別委員会で本市のタブレット端
末の整備状況などについて質問し、本市がタブ
レット端末の整備を計画的・段階的に進めている
ことや、学校での活用促進のためにタブレット端
末の活用事例の収集や取り組み成果の周知を行っ
ていることを確認しました。ＩＣＴの活用につい
て、今後どのような取り組みを行い、子どもたち
にどのような力を育んでいこうと考えていますか。
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令和２年度から順次、小中学校に一人一台
のタブレット端末を整備する予定であり、

子どもたちが多様な情報にアクセスし、さまざま
な人とやりとりして考えを深める学習活動などを、
これまで以上に進めることができると認識してい
ます。また今後、管理職を対象とした説明会を行
うほか、各学校にＩＣＴ活用担当者を置き、好事
例の普及や研修など、教職員がＩＣＴの活用につ
いて理解を深め、積極的に取り組む環境を整えて
いきます。これらを通し、ＩＣＴを活用した教育
活動の充実を図り、子どもたちの思考力・判断
力・表現力など、「学ぶ力」のより一層の向上に
努めていきます。

■ 地域住民の防災意識の向上
本市では、災害対策基本法に定められた
「地区防災計画」のモデル事業を実施して

います。この計画は地域住民が主体となって策定
する防災活動の計画であり、これまで１０地区で
実施されていますが、計画策定後も本市が適切な
支援を行うことで、さらに地域の力が引き出され、
防災力や防災意識の一層の向上が図られると考え
ます。取り組みの充実に向けて、今後地域とどの
ように関わっていきますか。

地域の防災力を高めていくためには、地域
が自主的かつ継続的に地区防災計画に取り

組むことが効果的だと考えています。具体的には、
お互いの取り組みを共有するためのフォーラムや
講演会などを開催するとともに、地域が実施する
防災訓練の支援などを行っていきます。また、モ
デル地区の活動を紹介する事例集を作成すること

などにより、多くの地域に周知を図り、地区防災
計画の取り組みを一層広げていきます。

■ ひとり親家庭の子どもの養育費確保
本市がひとり親家庭を対象に実施したアン
ケート調査によると、「現在困っているこ

と」の問いでは、「家計」と回答する家庭が
79.5％と圧倒的に多く、生活は依然として厳し
い状況がうかがえます。また、養育費の取り決め
を行っている母子家庭の割合は52.6％にとどま
り、現在も養育費を受け取っている家庭は
34.0％とさらに低くなっています。本市は、ひ
とり親家庭の子どもの養育費確保に関する課題を
どう認識し、今後どのように支援を進めていきま
すか。

養育費の受け取りは、ひとり親家庭の子ど
もの重要な権利であるにもかかわらず、母

子家庭の半数近くが取り決めをしていないことや、
誰にも相談していない方が多いことが課題だと認
識しています。本市では、相談体制の充実と窓口
の周知に努めているほか、履行確保のための法的
手続きに関するセミナーなども開催しています。
今後は、国や他都市の状況なども踏まえ、より効
果的な支援の在り方について検討していきます。

■ 市職員の人材確保
将来にわたり、質の高い行政サービスを提
供し続けるためには、市民に寄り添い、課

題解決能力に優れた職員が必要となりますが、採
用試験の受験者数は年々減少しており、今後ます
ます職員の確保は難しくなることが見込まれます。
この現状について、本市はどのように考えていま
すか。また、受験要件を緩和することや採用時期
に柔軟性を持たせることで、受験者数を増やし、
有為な人材を確保しやすくなると考えますが、い
かがですか。

民間企業の採用の活発化や少子化などの影
響により、全国的に公務員採用試験の受験

者数が低下している中、本市でも受験者数が低下
傾向にあり、厳しい状況だと認識しています。こ
れまで、大学へのリクルート活動やインターン
シップなど、さまざまな取り組みに力を入れてき
ましたが、これらに加え、受験要件の緩和や採用

時期の在り方などについても検討を進めていきた
いと考えています。

■ 成年年齢引き下げに伴う成人式の在り方
民法改正により、令和４年度以降の法律上
の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げ

られることとなり、各自治体で成人式の参加対象
年齢について検討されています。成人式は、社会
人としての自覚を高めてもらう貴重な機会であり、
当事者である新成人やその家族、式の運営を担う
地域の方々、和装レンタルや理美容などの関係事
業者など、幅広い意見を踏まえて検討するべきだ
と考えますが、成人式の在り方について、どのよ
うに考えていますか。

令和４年度に新たに法律上の成年となる当
事者やその保護者、和装レンタル事業者な

どの関係者を対象にアンケートを実施したところ、
引き下げ後も２０歳が望ましいとする意見が多数
であり、各区の実施委員会でも同様の意見でした。
また、１８歳の場合、受験や就職を控えた時期と
重なり参加できない方が増えると懸念されること
から、これまでと同様に、成人式参加対象年齢を
２０歳とする方針です。

■ 児童虐待防止に向けた情報連携
昨年６月の２歳女児死亡事案については、
保健センターと児童相談所の間でリスク情

報が十分に共有されていなかったと指摘されてい
ます。ＩＣＴの活用により虐待の兆候に関わる情
報が関係部署間で漏れなく迅速に共有され、一定
のリスク評価まで可能となる効率的なシステムが

確立されれば、部局間の連絡ミスを防ぎ、適切な
支援や緊急の介入を早期に行えると思われます。
そこで、特に緊急性の高い児童相談所と関係部署
の情報共有に関わるシステム連携の必要性や今後
の取り組みの方向性について、どのように考えて
いますか。

迅速な対応が求められる児童虐待防止の取
り組みにおいては、より効果的な情報連携

の必要があると認識しています。そのため、児童
相談所や保健センターなどの部署間における、
ＩＣＴを積極的に活用したリスクマネジメントに
ついて検討を進めています。

■ 脱炭素社会に向けた札幌市の姿勢
今冬の本市で記録的な小雪の後に大雪が降
るなど、世界中で異常気象が猛威を振るっ

ており、その原因はＣＯ２とされています。市内
で排出されるＣＯ２の約９割は、家庭やオフィス
ビル、自動車など、私たちの身近なところから排
出されていることから、脱炭素社会の実現のため
には、国の施策や技術革新を待つのではなく、市
民一人一人ができることを「自ら」行い、札幌市
全体の取り組みを加速していく必要があると考え
ます。そこで、脱炭素社会の実現に向けて、本市
がしっかりと姿勢を示すことが必要だと思います
が、いかがですか。

現在改定作業を進めている「札幌市温暖化
対策推進計画」において、徹底した省エネ

ルギー対策や、再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大などの取り組みを盛り込む予定です。２０
３０年には環境負荷が少なく成熟した都市を実現
することとし、計画に高い目標を掲げて取り組ん
でいきます。その先の２０５０年には温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指すこととし、市民や事
業者と一体となって、脱炭素社会の実現に取り組
んでいきます。

■
エスディージーズ

ＳＤＧｓとフェアトレード（注1）の今後の取り組み
国連が定める持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
の達成に向け、フェアトレードの取り組み

は効果的であり、近年、フェアトレードを学校教
育に活用する動きや、フェアトレード産品を取り
扱う店舗が増えてきています。一方で、言葉は聞

いたことはあるが、具体的にはよく分からないと
の声も聞かれます。今後、広く市民の中にフェア
トレードの関心が高まり、取り組みの輪が広がっ
ていけば、ＳＤＧｓ未来都市、そしてフェアト
レードタウン両方の名を持つにふさわしい都市に
なると思います。より幅広い世代の理解を得て、
取り組みの輪を広げていくため、どのように取り
組んでいきますか。

本年の広報さっぽろ２月号でフェアトレー
ドについて分かりやすく紹介するなど、広

く発信に努めてきました。今後も、子ども向けパ
ンフレットの作成や、ＳＤＧｓ関連イベントに併
せたパネル展の開催など、幅広い世代に向け、継
続的な広報活動を行っていきます。また、６月の
フェアトレードタウン認定１周年の節目には、本
市のフェアトレードを支える市民団体や、若者た
ちの参加を得て、誰もが気軽にフェアトレードに
触れることができる記念イベントを開催していき
ます。

■ 公立夜間中学
令和元年第３回定例会のわが会派の代表質
問で公立夜間中学について質問したところ、

教育長から、令和４年４月設置を目指すとの答弁
がありました。学び直しの場である公立夜間中学
が北海道で初めて本市に設置されることになると
全道から注目され、特に札幌近郊に住む方々の中
には入学を希望する方がいるのではないかと考え
られます。札幌市外の方の受け入れについて、本
市はどのように考えていますか。

公立夜間中学には、市内のさまざまな地域
から生徒が通学すると見込まれるため、交

通利便性の高い都心部での開設を目指し、現在検
討を進めています。近隣市町村からも一定のニー

ズがあると考えていますが、その受け入れには費
用負担などの課題があるため、今後、北海道や近
隣市町村とそれぞれの役割分担の協議を行うなど、
より多くの方に学び直しの場を提供できるよう検
討していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入・拡大
本市の温室効果ガス排出量の平成２９年度
速報値は前年度速報値と比べ増加している

上、太陽光発電の導入状況も令和４年度の目標値
を大きく下回っているのが現状です。市長は令和
元年第４回定例会のわが会派の代表質問で「さら
なる努力が必要だと認識している」と答弁してい
ますが、令和２年度予算案では、太陽光パネルの
導入などを促進する札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト補助金が前年度と比べ大きく減額されて
います。これは、太陽光発電を始めとした再生可
能エネルギーの導入・拡大に逆行すると考えます
が、いかがですか。

札幌・エネルギーecoプロジェクトの補助
事業の減額は、補助対象としている機器の

普及拡大や設置費用の低下の状況などを踏まえて
見直しを行ったことによるものです。今後はこの
補助事業に加え、新たに民間事業者の活力を生か
した市有施設への太陽光発電の設置や、太陽光発
電を備えたゼロエネルギー住宅の普及など、効果
的な普及促進策を進めることにより、さらなる再
生可能エネルギーの導入・拡大に取り組んでいき
ます。

■ 新幹線トンネル発生土受け入れ候補地
北海道新幹線札樽トンネル内で掘削される
発生土の受け入れについて、昨年１２月、

手稲区住民および厚別区山本地区町内会がそれぞ
れ受け入れ反対の署名を市長に提出しました。市
長はこれまで、受け入れ候補地について「基本的
には、合意を得られて進めていきたい」と答えて
いますが、もはや住民合意を得られる状況ではな
く、候補地から外すべきだと考えますが、市長は
どのように考えていますか。

新幹線トンネル発生土の受け入れ地確保に
当たっては、市民の安全・安心が確保され

ることが大前提であり、地域住民を始め市民の皆
さまのご理解なくしては、その先に進めることは
できないと認識しています。今後とも地域住民の
声を十分に聴きながら、慎重に検討していきます。

■ 市民の意向の把握
ＪＯＣは札幌市を２０３０年冬季オリン
ピック・パラリンピック競技大会の国内候

補地とすることを決定しましたが、招致を望む機
運が市民の中で高まっているとは言えません。巨
額の費用を要する大会を招致するためには、何よ
り市民の圧倒的な賛同を得ることが不可欠であり、
その市民の後押しがないまま招致活動に突き進ん
でいくことは問題です。開催経費を含めた開催概
要計画書の発表は、東京２０２０大会の開催以降
とのことですが、本来、招致活動に入る前に発表
するべきものです。早急に開催概要と費用を市民
に明らかにし、賛否を問うべきだと考えますが、
いかがですか。

これまでも、経費を含めた開催概要計画の
検討状況について市議会や市民に説明を

行ってきたところであり、今後も、丁寧な説明に
努めていきます。現時点では、新しい招致プロセ
スのスケジュールが示されていませんが、ＩＯＣ
も住民の支持率について関心を持っていることか
ら、年内には市民の意向を把握したいと考えてお
り、今後、具体的な手法などを検討していきます。

■ 教員の変形労働時間制の導入
昨年の法改正により、公立学校の教員の勤
務時間を業務の繁閑に応じて１年単位で配

分可能とする、変形労働時間制の導入が可能とな
りました。しかし、その導入には、教員の残業時
間が国の指針の上限を超えていないことなどの条
件があります。本市の教員の残業時間は上限を超
えており、変形労働時間制の導入はできないと考
えますが、導入についてどのように考えています
か。

１年単位の変形労働時間制を教員の長時間
労働の改善につなげていくためには、まず

は学校全体の業務を削減するとともに、長期休業
期間中に振替休日を取得しやすい環境を整えるこ
とが重要だと認識しています。引き続き、教員の
負担軽減に努めるとともに、変形労働時間制の導
入の可否について、今後、国から示される具体的
な運用などを踏まえながら、慎重に検討を行って
いきます。

■ スタートアップ支援
昨年６月に内閣府は、革新的な製品やサー
ビス、先端的な技術により急成長を目指す

企業である「スタートアップ」の都市圏での支援
体制強化に向け、国の施策を集中する方針を発表
しました。これを受け、首都圏や京阪神地域では、
一都市単位ではなく広域エリアでの支援の取り組
みが進んでいます。本市も、世界市場を見据えて
急成長を目指すスタートアップを支援していくた
め、広域による取り組みを進め、さまざまな機関
や団体を巻き込んだ動きが必要だと思いますが、
いかがですか。

革新的なサービスを提供するスタートアッ
プを創出し成長を促進するためには、北海

道におけるさまざまな地域課題に対応できる多様
な人材が必要であり、広域で連携した取り組みが
重要だと認識しています。そのため、道内行政機
関や大学などの研究機関、経済団体などによる協
議会が発足しました。今後は、本市がリーダー
シップを取りながら、参加団体それぞれが持つ技
術や情報を共有し、地域課題をビジネスに変えて
いくような札幌発のスタートアップ創出を促進し、

ひいては、世界に通用する革新的な企業へと育成
していきたいと考えています。

■ 居住支援の取り組み
少子高齢化の進行により、高齢者など住宅
の確保に配慮が必要な方の増加が見込まれ

ています。高齢者が民間賃貸住宅に入居する際、
貸主としては孤独死に対する不安が最も大きく、
入居時に問題がなかった方でも、長年暮らしてい
ると健康状態や生活への不安を感じていく場合が
あります。こうした課題解決に取り組むため、札
幌市居住支援協議会が立ち上がりました。入居時
から退去に至るまで、住生活に関する切れ目のな
い支援を行っていくためには、居住支援の窓口機
能をしっかりと整えていくことが重要だと考えま
すが、協議会の相談窓口はどのように運営してい
きますか。

相談窓口の運営は、市営住宅の管理運営や
入居者の見守りサービスなどに取り組んで

きた実績がある札幌市住宅管理公社が担うことに
決定しました。高齢者などの入居者に対して見守
りサービスなどの生活支援を行うことで、入居者
が安心して暮らせる一方、貸主にとっても、孤独
死などのリスクを減らせるというメリットがある
と考えます。住宅管理公社のノウハウを生かしな
がら、住宅情報だけでなく、生活支援に必要な
サービスを一体的に提供することで、入居者と貸
主の双方にとって有益な窓口運営を目指していき
ます。

■ 外食産業などに対する食品ロス対策
食品ロスの削減はＳＤＧｓの目標の一つと
して世界的な動きとなっており、国の法整

備も進展しつつあります。また、東京２０２０大
会では、持続可能性に配慮した運営方針の主要
テーマに「ゼロ・ウェスティング（資源を一切無
駄にしない）」を掲げ、食品ロス削減に取り組む
こととなり、マラソン・競歩・サッカーの舞台と
なる本市においても、この大会を契機に市民一人
一人の一層の意識改革が期待されます。本市は、

外食産業などで発生する食品ロスの削減に向けて、
どのように取り組みを進めていきますか。

食品ロスの削減のためには、食品を提供す
る事業者と利用する市民、双方の意識と行

動が変わっていくことが必要だと認識しています。
そのため、これまで宴会や会食の場における食べ
切り運動である「２５１０（ニコッと）スマイル
宴（うたげ）」や、賞味期限の近いものから購入
する消費行動について、大型イベント時の啓発や
街頭ビジョン放映など、さまざまな方法で事業者
や市民に協力を呼びかけてきました。今後も工夫
を重ねながら、事業者や市民と連携し、食品ロス
の削減を進めていきます。

■ 性的マイノリティの子どもに配慮した教育の充実
私たちは、子どもの頃から無意識に「性別
で区別される」状況の中で生きており、

「男性らしさ、女性らしさ」などの固定観念につ
ながっています。これは子どもたちの将来への可
能性を狭めたり、性的マイノリティの子どもの苦
しみをより深めたりするため、性別にとらわれな
い教育を推進することが必要です。本市では、学
校で性別によらない名簿を導入するなどの取り組
みを進めていますが、それにとどまらず、教員が
正しい知識を身に付け、子どもの多様な悩みを理
解し、配慮して関わることなども重要だと考えま
す。今後、性的マイノリティの子どもに配慮した
教育の充実に向けて、どのように取り組んでいき
ますか。

これまで、新任の管理職や初任・中堅教諭
を対象に研修を実施するなど、性的マイノ

リティに関する知識や当事者が抱える困難などに
ついて、教職員の理解が深まるよう啓発を図って
きました。現在実施している教職員の意識調査の
結果を踏まえ、今後、当事者を講師とした研修の
実施や、研修の対象となる教職員の拡大など、さ
らなる意識向上に向けた取り組みを進めていきま
す。これらを通して、性的マイノリティを含め、
あらゆる差別や偏見をなくし、心豊かにたくまし
く生きようとする態度を育む、人間尊重の教育の
充実に努めます。
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民主市民連合

たけのうち 有美　議員
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